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令和８年度税制改正に関するアンケート結果 

 

公益財団法人 全国法人会総連合 

 

集計期間：３月１３日～５月１５日到着分 

集計枚数：１３，２１７枚 

 

【分 類】 

■会員区分 

  税制委員 役員（税制委員を除く） 一般会員 合 計 

回答数 1,604 6,346 4,912 12,862 

構成比 12.5% 49.3% 38.2% 100% 

 

■年齢 

  20～40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 合 計 

回答数 1,920 3,805 4,402 2,530 154 12,811 

構成比 15.0% 29.7% 34.4% 19.7% 1.2% 100% 

 

■主たる業種 

  製造業 建設・土木・不動産 卸売・小売・飲食 サービス その他 合 計 

回答数 2,470 4,022 2,548 2,644 1,328 13,012 

構成比 19.0% 30.9% 19.6% 20.3% 10.2% 100% 

 

■資本金 

  １千万円以下 
１千万円超～ 

５千万円以下 

５千万円超～ 

１億円以下 

１億円超～ 

３億円以下 

３億円超～ 

５億円以下 
５億円超 合 計 

回答数 6,365 5,195 942 140 93 235 12,970 

構成比 49.1% 40.0% 7.3% 1.1% 0.7% 1.8% 100% 

 

■従業員数 

  4人以下 5～19人 20～99人 100～299人 300人以上 合 計 

回答数 2,776 4,784 3,963 949 504 12,976 

構成比 21.4% 36.9% 30.5% 7.3% 3.9% 100% 

 

■前事業年度の申告状況 

  黒字申告 赤字申告 回答保留・その他 合 計 

回答数 9,212 2,687 1,078 12,977 

構成比 71.0% 20.7% 8.3% 100% 
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問１ 中小企業向け税制 

令和８年度税制改正を検討するにあたり、中小企業向けの税制（法人税関係）で特に重 

視すべき点について、以下より３つ以内で選んで下さい。 

 

① 法人税の軽減税率の特例（１５％）の本則化等 

② 設備投資・研究開発を促進する税制の拡充 

③ 雇用拡大・賃金引上げを促進する税制の拡充 

④ 役員給与の損金算入の拡充 

⑤ 交際費課税の損金算入枠の拡大 

⑥ 欠損金の繰戻還付制度の拡充 

⑦ その他 

  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

回答数 8,819 5,618 8,405 4,229 2,993 2,686 

回答率 66.7% 42.5% 63.6% 32.0% 22.6% 20.3% 

  ⑦ 集計枚数   

 

 

回答数 418 13,217    

回答率 3.2% －    

※回答率は、回答数を集計枚数（13,217枚）で除した数字である。 

 

問２ 企業の賃上げ 

  政府は「物価上昇に負けない賃上げを定着させる」こととしており、引き続き、中小企

業の賃上げが大きな課題となっています。あなたの会社では今年の賃上げについてどう対

応しますか。 

① 賃上げをする 

② 賃上げを検討したい 

③ 賃上げは難しい 

④ 賃上げをするか決めていない 

⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 合 計 

回答数 6,082 3,463 2,587 758 243 13,133 

構成比 46.3% 26.4% 19.7% 5.8% 1.8% 100% 
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問３ 価格転嫁 

  人件費や仕入価格などの上昇分について、あなたの会社では商品・サービスの価格に転

嫁できていますか。 

 

（１）人件費 

① おおむね価格転嫁できている 

  ② 多少ではあるが価格転嫁できている 

  ③ 価格転嫁できていない 

  ④ 価格転嫁はしない 

⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 合 計 

回答数 1,978 5,905 4,337 503 397 13,120 

構成比 15.1% 45.0% 33.1% 3.8% 3.0% 100% 

 

（２）仕入価格（その他経費） 

① おおむね価格転嫁できている 

  ② 多少ではあるが価格転嫁できている 

  ③ 価格転嫁できていない 

  ④ 価格転嫁はしない 

⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 合 計 

回答数 2,824 5,828 3,514 401 540 13,107 

構成比 21.5% 44.5% 26.8% 3.1% 4.1% 100% 

 

問４ 消費税／インボイス制度① 

課税事業者の方にお聞きします。インボイス制度が導入されて２年目となりますが、ど

のような負担が増えたと思いますか。以下より３つ以内で選んで下さい（免税事業者の方

は、空欄のままで結構です）。 

 

① 取引先が適格請求書発行事業者かどうかの確認作業 

② 受領した請求書等がインボイスの要件を満たしているかの確認作業 

③ インボイスの要件を満たしていない請求書等を受領した際の対応 

④ 会計帳簿の記入や会計ソフトの操作 

⑤ 従業員への社内教育・研修 

⑥ 事務負担の増加による人件費の負担増 

⑦ インボイス処理に伴う設備等への負担増 
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⑧ 消費税の申告・納税にかかる事務負担増 

⑨ 特に問題なく対応できている 

⑩ その他 

  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

回答数 5,460 5,478 5,657 3,457 971 2,263 

回答率 41.3% 41.4% 42.8% 26.2% 7.3% 17.1% 

  ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 集計枚数  

回答数 1,151 2,536 2,095 352 13,217  

回答率 8.7% 19.2% 15.9% 2.7% －  

※回答率は、回答数を集計枚数（13,217枚）で除した数字である。 

 

問５ 消費税／インボイス制度② 

課税事業者の方にお聞きします。今後の免税事業者との取引についてお考えをお聞かせ

ください（免税事業者の方は、空欄のままで結構です）。 

 

① これまでと変わりなく取引を行う 

② 課税事業者ではない取引先とは、すでに取引を抑制等している 

③ 免税事業者からの課税仕入れを８０％控除できる令和８年９月末日までは取引を 

行うが、それ以降は取引を再考したい 

④ ６年間の経過措置等が終了するまでは取引を行うが、その後は取引を再考したい 

⑤ 簡易課税を適用しているので、免税事業者との取引でも影響はない 

⑥ その他 

       ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 合 計 

回答数 6,977 1,220 1,823 1,655 387 536 12,598 

構成比 55.4% 9.7% 14.5% 13.1% 3.1% 4.2% 100% 

 

問６ 事業承継／後継者の決定状況 

あなたの会社を事業承継するに当たって、現時点での後継者の決定状況等について、お 

聞かせください。 

 

① 子や子以外の親族に事業承継する（後継者本人も承諾している） 

② 親族外に事業承継する（後継者本人も承諾している） 

③ 後継者は決まっていない（後継者候補に意思を確認していないを含む） 

④ 事業を売却する 

⑤ 事業承継はせず廃業する 

⑥ 当面、事業承継を行う予定はない 

⑦ その他 
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  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

回答数 4,038 715 3,632 289 633 2,784 

構成比 31.0% 5.5% 27.9% 2.2% 4.8% 21.4% 

  ⑦ 合 計   

 

 

回答数 943 13,034    

構成比 7.2% 100%    

 

問７ 事業承継／事業承継税制  

政府は、事業承継を促進するための税制支援策を講じています。本年度の改正では、納

税猶予制度の特例措置において役員就任要件の見直しが行われました。これまでの改正を

踏まえて、事業承継税制について特に重視すべき点を２つ以内で選んで下さい。 

 

① これまでの改正で十分であり、当面は利用状況等を注視する 

② 相続時精算課税制度など生前贈与制度の更なる拡充を求める 

③ 納税猶予制度の特例措置の延長や一般措置の要件拡充を求める 

④ 事業用資産を他の一般資産と切り離し、事業用資産への課税を軽減あるいは免除す 

る制度の創設を求める 

⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 集計枚数 

回答数 1,710 6,294 3,909 6,049 1,121 13,217 

回答率 12.9% 47.6% 29.6% 45.8% 8.5% － 

※回答率は、回答数を集計枚数（13,217枚）で除した数字である。 

 

問８ 地方税／固定資産税 

地方の自主財源として大きなウエイトを占める固定資産税は、その税収が景気に左右さ

れないことから地方税に適していると言われています。その一方で、負担感の高まりに伴

って、その軽減に向けた抜本的な見直しが必要との意見があります。固定資産税を見直す

とした場合、特に重視すべき点を２つ以内で選んで下さい。 

 

① 商業地等の宅地の評価方法を見直す 

② 家屋の評価方法を見直す 

③ 償却資産（事業用資産）への課税は廃止を含めて見直す 

④ 免税点を大幅に引き上げる 

⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 集計枚数 

回答数 3,489 4,101 8,286 3,694 680 13,217 

回答率 26.4% 31.0% 62.7% 27.9% 5.1% － 

※回答率は、回答数を集計枚数（13,217枚）で除した数字である。 
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問９ 所得税／基礎控除等 

  今回の税制改正では、物価上昇局面における税負担調整の観点から所得税の基礎控除が 

５８万円に、そして就業調整にも対応する観点から給与所得控除の最低保障額が６５万円 

に引き上げられ、所得税が課税されない給与収入額が１０３万円から１２３万円（年収  

２００万円以下は１６０万円）に拡大されます（令和７年２月時点）。国民民主党はさら 

なる引き上げ（１７８万円）を求めていますが、このことについてどう考えますか。 

 

 ① 国民の手取りを増やすため、課税最低限をさらに引き上げるべき 

 ② 安定財源を確保するのであれば、課税最低限のさらなる引き上げに賛成 

 ③ 今回の改正で十分である 

 ④ 課税最低限の引き上げには反対 

 ⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 合 計 

回答数 5,544 3,761 2,093 803 720 12,921 

構成比 42.9% 29.1% 16.2% 6.2% 5.6% 100% 

 

問 10 厚生年金の適用範囲の拡大 

現在、従業員５１人以上の企業で週２０時間以上働き、年１０６万円以上の賃金を受け

取っている短時間労働者（パート等）は厚生年金の加入対象となっていますが、２０３５

年までに段階的に企業規模要件（従業員〇〇人以上）を撤廃していくことなどが議論され

ています。いわゆる「１０６万円の壁」が撤廃されることについて、どう考えますか。 

 

① 人材を確保するためにはやむを得ない 

② 企業負担が増えるので反対である 

③ この段階では判断できない 

④ その他 

  ① ② ③ ④ 合 計 

回答数 4,079 4,022 4,474 531 13,106 

構成比 31.1% 30.7% 34.1% 4.1% 100% 
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問 11 厚生年金の企業負担割合 

  政府は、新たに厚生年金に加入する人の「保険料負担軽減」措置として、労使折半とな

っている保険料を年収１５１万円未満までは企業側がより多く負担できる仕組み（企業負

担割合は労働者と事業主の合意）が検討されています。この措置についてどう考えますか。 

 

① 人材確保につながるので企業側がより多く負担してもよい 

② 企業の負担軽減策が講じられるのであれば企業側が多少負担してもよい 

③ 企業の負担軽減策が講じられたとしても企業側の負担は増えるので反対である 

④ この段階では判断できない 

⑤ その他 

    ① ② ③ ④ ⑤ 合 計 

回答数 735 4,013 5,233 2,860 259 13,100 

構成比 5.6% 30.6% 40.0% 21.8% 2.0% 100% 

 

問 12 行財政改革 

国や地方では行財政改革に取り組みつつあるものの、国民が納得するような抜本的改革

は行われておりません。国・地方においては、どの項目を中心に見直すことが望ましいと

考えますか。特に優先すべき項目を以下より３つ以内で選んで下さい。 

 

  ① 無駄な予算の排除や歳出の効率化 

② 国と地方の役割分担の明確化と地方への権限移譲 

③ 公務員の効率的な要員配置および人件費の抑制 

④ 議員数の削減および歳費等の抑制 

⑤ 客観的なデータに基づく政策立案とその効果検証 

⑥ 特殊法人や独立行政法人の見直し 

⑦ デジタル化による業務改革 

⑧ 積極的な民間活力の導入 

⑨ その他 

  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

回答数 8,752 3,059 4,429 8,184 2,076 4,435 

回答率 66.2% 23.1% 33.5% 61.9% 15.7% 33.6% 

  ⑦ ⑧ ⑨ 集計枚数 

 

 

回答数 1,887 2,260 288 13,217  

回答率 14.3% 17.1% 2.2% －  

※回答率は、回答数を集計枚数（13,217枚）で除した数字である。 

 


